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   第１章  計 画 の 概 要 

 

 

■ Ⅰ．計画の目的 ■ 

 

   この計画は、平成１５年度に次世代育成支援対策推進法の制定及び児童福祉法が改

正され、国の少子化対策の重要施策として各市町村に行動計画の策定が義務付けられ

ました。このことを踏まえ、石狩市は従来の児童福祉計画を継承しつつ、様々な分野

が協力・連携し、地域社会全体で支えあい、すべての家庭が安心して子育て子育ちが

できる環境づくりを目的としています。 

 

 

■ Ⅱ．計画の位置づけ ■ 

 

   この計画は、次世代育成支援対策推進法に基づいた「行動計画」であり、本市の地

域福祉計画、障がい者計画、母子保健計画、保育計画、教育プランと整合された計画

です。 

 

 

   ※次世代育成支援対策推進法「第8条第1項」（平成15年7月成立） 

 

■ Ⅲ．計画の期間 ■ 

 

   この計画は、次世代育成支援対策推進法による 10 年間の時限立法の計画であり、

平成 17 年度から平成 26 年度までの期間となりますが、必要に応じて弾力的に改定

が行えることから前期5ヵ年・後期5ヵ年の計画となります。 

    

平成 17

年 度 

平成 18

年  度 

平成 19

年 度 

平成 20

年 度

平成 21

年 度

平成 22

年 度

平成 23

年 度

平成 24

年 度

平成 25

年 度 

平成 26

年 度 

          

前期 5年計画 

後期 5年計画 
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   第２章 計画策定の背景 

 

  

■ Ⅰ．計画策定の背景 ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・個人の結婚観、価値観の変化 

・親から自立して結婚生活を営むことへのためらい 

・育児の負担感、仕事との両立の負担感 

・結婚や子育てによる継続就業断念による利益の変化 

・教育など子育て費用の経済的負担の増加 

・子どものよりよい生活への願望

・晩婚化による未婚率の上昇 

・夫婦の出生力の低下 

少 子 化 の 進 行 

・労働力人口の減少 

・経済成長への影響 

・社会保障制度（世代間相互扶助）の崩壊 

・子どもの健やかな成長への影響 

・地域社会の活力の低下            など

◎家庭や子育てに夢をもちつつ、次代の社会を担う子どもを安心し

て生み、育てることができる環境づくり 

次世代育成支援対策推進法
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■ Ⅱ．出生数と合計特殊出生率 ■ 

 

 

 

 

１．人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国の動向 

 

わが国では急速に少子高齢化が進んでいます。少子化は、結婚や育児、家庭や地域、

生き方や働き方など、個人の考え方が多様になり、さまざまな要因が複雑に絡み合っ

て起こっていると考えられます。 

合計特殊出生率は昭和 49 年以降低下しはじめ、平成 2 年にはいわゆる「1.5 ショ

ック」（平成元年の合計出生率が昭和４１年（ひのうえうま）の1.58を下回る）が起

こりました。その後、国では子育てと仕事の両立支援を中心に、子どもを生みたい人

が生み育てやすいようにするための整備に力点が置かれ、様々な対策が実施されてき

たところです。 

しかしながら、平成14年 1月に発表された「日本の将来推計人口」によれば、将

来、少子化の要因であった晩婚化に加え、「夫婦の出生力そのものの低下」（平成 15

年の合計特殊出生率1.29）という現象が見られ、現状のままでは、少子化は一層進行

するものと予想されます。 

急速な少子化は、今後、わが国の社会経済全体に極めて深刻な影響を与えるものです。 

 

 

 

 

 

北 海 道 全 国

人口 出生数
出生率
（人口１
千人対）

合計特殊
出 生 率

合計特殊
出 生 率

合計特殊
出 生 率

平 成 ６ 年 52,074 416 8.0 1.40 1.37 1.50
平 成 ７ 年 52,212 368 7.0 1.21 1.31 1.42
平 成 ８ 年 53,660 369 6.9 1.17 1.30 1.43
平 成 ９ 年 54,012 392 7.3 1.23 1.27 1.39
平 成 １ ０ 年 54,428 384 7.1 1.15 1.26 1.38
平 成 １ １ 年 54,806 354 6.5 1.06 1.20 1.34
平 成 １ ２ 年 55,480 414 7.5 1.19 1.23 1.36
平 成 １ ３ 年 55,578 393 7.1 1.11 1.21 1.33
平 成 １ ４ 年 55,805 394 7.1 1.10 1.22 1.32
平 成 １ ５ 年 56,023 414 7.4 1.14 1.20 1.29
資料：住民基本台帳（各年9月末現在） 人口動態統計（各年１２月３１日現在）
石狩市の合計特殊出生率は、健康づくり課保健活動計画書による。

石狩市
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（２）石狩市の動向 

 

 石狩市の高齢化率は、国立人口問題研究所の将来推計人口と比較しますと平成 16

年では、全国が19.4%に対して3ポイント低い16.4％で、年少人口は、全国が14.1％

に対して0.3 ポイント低い13.8％となり、平成21年では高齢化率は全国が22.2％

に対して2.3 ポイント低い19.9％となり、年少人口は、全国が13.5％に対して僅か

ですが0.2 ポイント多い13.7％となる見込みです。 

出生数・合計特殊出生率は、全国・北海道よりも低く推移され、札幌市と隣接して

いることもあり都市部と同じ現象が見られます。 

 これは、石狩市が昭和４０年代後半から石狩湾新港や札幌市のベットタウンとして

宅地開発が進み、比較的若い世代が多く入居したことやバブルショック以降も鈍化傾

向でありますが働き盛り世代の転入が多いことが要因と考えられます。 

しかし、旧市街地や農村地域では特に少子高齢化が進み、また、花川北・南地区の

住宅団地では核家族化も進行しております。 

石狩市の児童数は、平成16年で 18歳未満は約9.800人おり、就学前児童数は約

2.800人、小学校児童数は約3.300人、中学校生徒数は約1.700人です。 

この内、就学前児童を見ますと約半数の児童が幼稚園・保育所等に通っており半数

の児童が在宅にいる状況です。 

今後、少子化や核家族化が一層進行しますと、家庭、地域の活力の低下による子育

ての負担・不安・孤独感が増し、また、あすを担う子どもたちにとって、こども同士

の遊びや異年齢などとのふれあい体験などの減少により心身ともに健やかに育むこと

への影響が懸念されます。 
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資料：国勢調査、人口総数に年齢不詳を含む

      平成16年は、住民基本台帳人口、4月1日時点

11,320

10,636

9,368

8,132

7,748

27,320

32,308

36,610

37,990

39,112

4,387

6,229

8,034

9,174

3,000

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

昭和60年

平成２年

平成７年

平成12年

平成16年

年少人口（0～14歳） 生産人口（15～64歳）　　 老年人口（65歳以上）

人口総数

41,642

47,339

52,209

54,567

56,034

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成16年

人 口 16,212 33,599 41,642 47,339 52,209 54,567 56,034

対前回比 ― 107.2 23.9 13.7 10.2 4.5 2.7

世 帯 数 4,378 9,633 11,855 14,125 16,547 18,688 21,787

対前回比 ― 120 23.1 19.1 17.1 12.9 16.6
1世帯当たり人員 3.7 3.5 3.5 3.4 3.2 2.9 2.6

 

    第３章 石狩市の現状と課題 
 

 

■ Ⅰ．石狩市の現況 ■ 

 

◇Ⅰ-１ 人 口 動 態◇ 

 

（１）総人口の推移 

 

 石狩市の総人口は年々微増傾向にあります。また年齢構成に着目すると、65 歳以

上人口割合（高齢化率）は年々増加傾向にある一方で、15 歳未満人口割合（年少人

口割合）は年々減少傾向にあることから、高齢化が着実に進展している状況にありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）世帯数の推移 

 

世帯数については、昭和 50 年から 55 年の 5 年間で 4,378 世帯から 9,633 世帯と

120.0％も激増した以降は、緩やかに増加しています。また、1世帯当たりの人員数は、昭

和50年が 3.7 人に対し、平成１６年は2.6 人となり、核家族化の傾向も急激に進行してい

ます。 

 

 

 

 

資料 国勢調査資料  平成 1６年は住民基本台帳４月１日時点 
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資料：国勢調査、人口総数に年齢不詳を含む

      平成16年は、住民基本台帳人口、4月1日時点

11,320 10,636
9,368

8,132 7,748

27.2%

22.5%

17.9%

14.9%
13.8%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成16年

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

年少人口（0～14歳） 年少人口率

（％）（人） 

転入 転出 転入 転出 転入 転出 転入 転出 転入 転出

総　　数 3,277 2,307 3,478 2,405 3,157 2,655 2,902 2,452 2,705 2,555

圏域内計 2,099 1,470 2,353 1,448 2,166 1,815 1,951 1,542 1,777 1,725

札幌市 1,889 1,258 2,136 1,218 1,991 1,545 1,712 1,323 1,555 1,531

小樽市 49 29 53 24 37 42 74 44 73 37

江別市 43 75 45 62 47 86 38 53 35 48

千歳市 24 24 28 33 20 26 36 48 36 25

恵庭市 25 26 21 18 10 18 14 22 21 20

北広島市 20 22 22 18 12 24 28 16 14 29

当別町 29 23 27 44 25 47 19 22 24 26

新篠津村 2 2 ― 7 1 7 6 1 1 2

厚田村 15 7 20 22 119 15 13 10 18 6

浜益村 3 4 1 2 4 5 11 3 ― 1

圏域外道内 816 450 786 532 672 489 601 489 591 391

所要8市 330 202 318 280 281 222 239 243 237 175

その他の市 199 97 189 100 168 121 138 103 161 70

の他の町村 199 97 189 100 168 121 138 103 161 70

道外計 362 387 339 425 319 351 349 421 337 439

東北圏 32 43 29 52 40 45 54 49 38 49

関東圏 218 260 209 278 191 196 176 251 176 263

近畿圏 20 24 23 25 26 32 31 24 19 29

その他 92 60 78 70 62 78 88 97 104 98

平成１０年 平成１３年
地区区分

平成２年 平成４年 平成７年

 

（３）年少人口率の推移 

 

年少人口は、平成 16 年４月１日時点で 7,7４８人であり、昭和 60 年と比較する

と約３，６００人の減少となっています。また、年少人口率についても 27.2％から

13.８％へと減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）転入・転出状況 

 

転入･転出による人口移動状況は、札幌市が他の市町村に比べ圧倒的に多くなっています。 

                                  

                                                    （単位：人） 
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資料 石狩市統計書平成１４年版 

◇Ⅰ-２ 石狩市の将来推計人口◇ 

 

（１）人口推計 

 

 計画目標年次である平成21年までの将来推計人口によると、本市の人口は今後も、

微増を続けることが見込まれます。また、65 歳以上の高齢者人口割合は着実に増加

する一方で、15 歳未満の年少人口割合はわずかずつ減少傾向に歯止めがかかるもの

と思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳

（注）⒈平成１６年は住民基本台帳人口（４月１日現在）
　　　⒉平成１７年から平成２１年はコーホート変化率法により推計（各年4月1日時点）

56,034 56,277 56,574 56,758 57,027 57,220

16.4 16.9
17.6 18.3

19.1
19.9

13.8 13.8 13.8 13.8 13.6 13.7

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

0

5

10

15

20

25

総人口 高齢化率 年少人口率

（％）（人）
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０歳～５歳人口

425

426

429

427

424

461

460

461

464

462

460

490

489

490

493

491

477

508

507

508

504

504

490

521

520

489

520

520

506

537

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児

2830人

2877人

2897人

2915人

2944人

合計

6歳～11歳人口

504

505

537

537

522

552

511

512

545

545

516

556

515

516

549

487

522

562

521

522

599

496

531

571

530

528

601

498

533

573

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

6歳児（小1） 7歳児（小2） 8歳児（小3） 9歳児（小4） 10歳児（小5） 11歳児（小6）

3186人

3191人

3155人

3223人

3241人

合計

12歳～17歳人口

612

531

604

501

536

585

617

535

609

505

531

585

617

535

609

590

530

584

616

534

605

583

523

576

608

661

603

581

521

574

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

12歳（中１） 13歳（中２） 14歳（中３） 15歳 16歳 17歳

3584人

3449人

3444人

3358人

3366人

合計

 

  

（２）平成17年～21年の推計児童人口 

 

   少子化は進行しており合計特殊出生率も年々落ち込んでいます。しかしながら、樽川、

明乳、緑苑台地区の宅地開発に伴い児童数が増加しています。平成21年度までの推計

では平成16年度の実児童数から161人増えると予測されます。 
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婚姻数 婚姻率 離婚数 離婚率 婚姻率 離婚率 婚姻率 離婚率

平 成 6 年 522 10.0 131 2.5 6.3 1.6

平 成 ７ 年 531 10.2 148 2.8 6.4 1.6

平 成 ８ 年 577 10.8 153 2.9 6.4 1.7

平 成 ９ 年 547 10.1 183 3.9 6.2 1.8

平成１０年 566 10.4 170 3.1 6.0 2.4 6.3 1.9

平成１１年 575 10.5 182 3.3 5.8 2.4 6.1 2.0

平成１２年 618 11.3 203 3.7 6.1 2.5 6.4 2.1

平成１３年 607 10.9 255 4.6 6.1 2.8 6.4 2.3

平成１４年 638 11.4 213 3.8 5.8 2.8 6.0 2.3

平成１５年 647 11.5 210 3.7 5.7 2.7 5.9 2.3

年
石狩市 北海道 全国

夫 妻 夫 妻

平成10年 28.1歳 26.5歳 28.6歳 26.5歳

平成11年 28.1歳 26.6歳 28.7歳 26.6歳

平成12年 28.3歳 26.8歳 28.8歳 26.8歳

平成13年 28.3歳 26.9歳 29.0歳 26.9歳

平成14年 28.5歳 27.1歳 29.1歳 27.4歳

平成15年 28.8歳 27.4歳 29.4歳 27.6歳

年
北海道 全国

 

◇Ⅰ-３ 婚姻・離婚の動向◇ 

 

（１）婚姻・離婚件数･婚姻・離婚率 

 

平成 14 年の婚姻率は 11.４となっており、全国・北海道の数値より大幅に上回って

おります。また、離婚率も全国・北海道の数値を上回っています。 

 

              

 

 

 

 

 

 

資料 石狩市統計書・人口動態統計（各年１２月３１日現在） 

 

 

 

 

（２）平均初婚年齢 

 

北海道の平均初婚年齢、全国の平均初婚年齢はほぼ同じ年齢になっていますが、年々 

 その年齢も晩婚傾向にあります。 

   

 

 

 

 

 

資料 人口動態統計（各年１２月３１日現在） 
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石 狩 市 384 2.6 21.4 38.0 24.7 11.7 1.6 0.0

北 海 道 49,065 1.8 17.4 38.9 30.7 10.0 1.2 0.1

全 国 1,203,147 1.5 14.7 41.0 32.3 9.5 1.1 0.0

石 狩 市 354 2.0 17.5 39.3 28.0 10.7 2.5 0.0

北 海 道 46,680 1.9 17.0 38.8 30.4 10.5 1.3 0.0

全 国 1,177,669 1.5 14.1 40.4 32.8 9.9 1.2 0.0

石 狩 市 414 2.2 19.3 32.6 31.9 13.0 0.8 0.2

北 海 道 46,780 2.1 16.7 38.4 30.9 10.9 1.3 0.0

全 国 1,190,547 1.7 13.6 39.5 33.3 10.6 1.2 0.0

石 狩 市 393 3.3 14.5 37.1 30.5 13.0 1.6 0.0

北 海 道 46,236 2.3 16.3 38.1 31.1 10.8 1.4 0.0

全 国 1,170,662 1.8 13.4 38.4 34.2 10.9 1.3 0.0

石 狩 市 394 3.1 19.3 31.5 34.8 10.4 0.9 0.0

北 海 道 46,236 2.3 16.2 36.9 32.0 11.2 1.4 0.0

全 国 1,170,662 1.9 13.2 36.9 35.2 11.4 1.4 0.0

石 狩 市 414 2.7 15.2 37.7 31.6 10.4 2.4 0.0

北 海 道 44,939

全 国 1,123,610 1.7 12.7 35.2 36.4 12.4 1.6 0.0

40～44歳年 区分
出生数
（人）

～19歳 20～24歳

平成13年

平成14年

平成15年

45歳～

平成10年

平成11年

平成12年

25～29歳 30～34歳 35～39歳

 

◇Ⅰ-４ 晩産化・少産化の動向◇ 

  

（１）母親の年齢階層別出生数割合 

 

全国的に、出生数が減少している中で、石狩市においては、出生数は横倍の状況にあ

ります。また、全国、全道と比較してみますと20代と 30代前半に子どもを生んでい

る状況にあります。しかしながら、全国的な状況と同じく晩産化が進んでいることとあ

わせ、少子化も徐々に進んでいる状況にあります。 

 

                    （単位：％）

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 石狩市統計書・人口動態統計（各年１２月３１日現在） 
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区　　　分 平成13年 平成14年 平成15年

母子手帳交付 398 386 410

妊産婦訪問指導（件数） 163 208 219

新生児訪問指導（件数） 155 201 212

未熟児訪問指導（件数） 20 23 31

乳幼児訪問指導（件数） 31 22 36
母子保健指導 マタニティコース（延人員） 132 81 106

両親教室（延人員） 45 77 67

育児教室（件数） 93 147 154

幼児教室（件数） 137 180 204

乳幼児発達相談（件数） 20 18 34

電話・来庁等による相談（件数） 354 245 290

健康審査 乳児健康審査（受診率） 93.9 94.9 95.3

1歳6ヶ月児健康審査（受診率） 88.8 91.3 91.4

3歳児健康審査（受診率） 80.1 79.7 93.1

歯科検診･フッ素塗布（延人員） 513 495 492

母子訪問指導

母子保健上指導の必要の
ある人に対する個別や集
団の保健指導の実施

乳幼児を対象とする健康
審査の実施

1歳から4歳までの幼児を
対象とする歯科検診の実
施

実　　　　　　　　　　績主要施策

項　　　目 概　　　要

母子手帳の交付母子手帳

健康上指導の必要のある
妊産婦及び乳幼児に対す
る訪問指導の実施

 

■ Ⅱ．子どもの状況と子育ての実態 ■ 

 

◇Ⅱ-１ 母子保健及び母子の健康増進の状況◇ 

  

 母子保健指導件数は、年々訪問件数が伸びている状況にあります。また、乳幼児を対象と

する健康診査の受診率は、平成15年では高い傾向にあります。 
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１１年度 1２年度 １３年度 １４年度 １５年度 計

6（0） 3（1） 5（3） 4（2） 6（1） 24（7）

2（0） 1（1） 1（1） 5（4） 3（2） 12（8）

2（0） 2（0）

2（0） 1（0） 3（0）

10（0） 7（2） 6（4） 9（6） 9（3） 41（15）

ネグレクト

身体的虐待

性的虐待

心理的虐待

計

27 4 13 38 63 18 64 20 25 111 383

1 2 1 9 46 12 8 32 0 17 237 365

7 8 19 32 29 4 82 39 13 25 112 370

11 11 2 97 53 7 30 71 51 14 81 428

59 12 80 99 10 83 25 70 142 12 37 629

環境
福祉

平成15年度

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

虐待
その
他

 
非
行

家族関係性
格
・
生
活
習
慣
等

知
能
・
言
語

学校生活等

人間
関係
登校
拒否
その
他

障害
その
他
計

 

◇Ⅱ-２ 児童虐待・子どもに関する相談◇ 

 

 児童虐待に関する相談件数は、身体的虐待が最も多くなっていますが、全体件数としては

横ばい傾向にあります。 

 また、家庭児童相談では、平成 12年以降相談件数（総数）が伸び続けており、中でも、

環境福祉、学校生活（登校拒否・人間関係）、非行等の相談数が多くなっています。 

 

◆石狩市（子ども相談センター）児童虐待内容別相談件数 

 

 

 

 

※平成 12 年度までは児童家庭課家庭児童相談室での扱い。 

※（  ）内は児童虐待件数 

 

◆石狩市（子ども相談センター家庭児童相談）相談数 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 12 年度までは児童家庭課家庭児童相談室での扱い。 

※福祉行政報告例（年度報）児童家庭相談室における相談数から計上。 
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開園年月日 定　　員 入所児童数

は ま な す 保 育 園 昭和４３年７月 30 16

く る み 保 育 園 昭和４４年１１月 45 19

生 振 保 育 園 昭和４１年４月 60 33

高 岡 保 育 園 昭和４０年４月 50 9

仲 よ し 保 育 園 昭和５２年４月 90 111

え る む 保 育 園 昭和５４年４月 90 107

友 愛 保 育 園 昭和５９年４月 60 75

ま き ば 保 育 園 平成１５年８月 60 75

南線光の子保育園 平成１６年４月 120 150

　　　合　　　計 605 595

法
人
立

保育所名

公
立
へ
き
地

開所時間

月～土 月～金 土 午前 午後

はまなす保育園 1歳6ヶ月以上 7:30 18:30 18:30 30分 ○

くるみ保育園 1歳6ヶ月以上 7:30 18:30 18:30 30分 ○

生振保育園 1歳以上 8:00 17:00 12:00

高岡保育園 1歳以上 8:00 17:00 12:00

仲よし保育園 生後8週間後 7:30 18:30 18:30 30分 30分 ○ ○

えるむ保育園 6ヶ月以上 7:30 18:30 18:30 30分

友愛保育園 生後8週間後 7:30 18:30 18:30 30分 30分 ○

まきば保育園 生後8週間後 7:30 18:30 18:30 30分 30分 ○

南線光の子保育園生後8週間後 7:30 18:30 18:30 30分 30分 ○ ○ ○

へき地

法人

開閉所時間

種類 保育所名
対象児童
年齢 一時保育 乳児保育

障がい児
保育

公立

特別保育事業

閉所時間 延長保育

 

■ Ⅲ．保育状況と子育て支援の現況 ■ 

 
 

◇Ⅲ-１ 保育サービス等の状況とニーズ動向◇ 
 

（１）認可保育所の現況 

 

平成16年 4月現在、市内には保育所は9ヶ所で開設しております。このうち公立保育

所は、市立保育所2ヶ所、へき地保育所２ヶ所の合計4ヶ所、社会福祉法人の保育所は５

ヶ所の開設となっております。 

 

 ◆石狩市の保育所の状況   （平成１6年 7月 1日現在 単位：人） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 資料 児童家庭課 

 

（２）保育の内容 

 

公立保育所に比べて法人立保育所は、特別保育事業が多く、利用しやすい保育所に整備 

されてきております。 

 

◆保育所保育内容の状況                     （平成16年 4月 1日現在） 
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定員 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5才児以上
入所児合
計

入所率

はまなす保育園 30 2 0 4 6 4 16 53%

くるみ保育園 45 0 4 1 7 7 19 42%

仲よし保育園 90 8 12 21 24 28 18 111 123%

えるむ保育園 90 8 14 15 17 29 24 107 119%

友愛保育園 60 6 11 13 14 16 15 75 125%

まきば保育園 60 6 6 13 15 20 15 75 125%

南線光の子保育園 120 10 20 26 29 41 24 150 125%

生振保育園 60 5 10 6 3 7 31 52%

高岡保育園 50 0 2 2 4 2 10 20%

605 38 70 104 112 154 116 594 98%

―

―

9% 16% 22% 23% 33% 24% 22%

2,785
年齢構成比率

474 491 474 488
年齢別人口                     （平
成16年4月1日現在） 426 432

公
立

法
人
立

へ
き
地

合        計

保育所名

開園年月日 定員 3歳児 4歳児 5歳児 入園児合計 入園率

花川北陽幼稚園 昭和54年4月 240 34 45 60 139 58%

花川わかば幼稚園昭和54年4月 160 30 54 52 136 85%

花川南幼稚園 平成元年4月 120 22 46 52 120 100%

友愛幼稚園 昭和54年4月 150 21 41 38 100 67%

花川マリア幼稚園 昭和54年4月 120 16 27 38 81 68%

790 123 213 240 576 73%

市立 南線幼稚園 昭和47年4月 100 13 36 49 49%

890 123 226 276 625 70%

― 491 474 488 1,453

― 25% 48% 57% 43%就　　園　　率

幼稚園名

私立

小　　　　　　　計

合　　　　　　　計

年齢別児童数

資料 児童家庭課 
 

（３）児童数と入所率 

市内の保育所への入所児の全０－５才児に占める割合は、平成4年度から平成10年度

にかけて14～15.4％でほぼ一定していました。しかし表に示すとおり、平成11年度で

は 17.7％と 2.3 ポイント上昇、さらに平成 12 年度では 1.7 ポイント上昇し、平成 16

年度では平成 10 年度から見て実に 5.25 ポイントと急激な伸びを示しています。このこ

とは、保育所への入所円滑化事業を実施し、待機児童をできる限り各保育所で受け入れた

ことによります。 

一方、幼稚園に関しては「花川南幼稚園」を除いては、入園数が定員を下回っています。 

 

◆認可保育所及びへき地保育所の定員と入所率        （平成16年 7月 1日現在 単位：人） 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

資料 児童家庭課 

 

◆幼稚園の定員と入園率                    （平成16年７月12日現在  単位：人） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料 私立幼稚園振興会提供 
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本町 八幡 花川南 花畔団地 花畔団地 花川南 樽川 花川南 中生振 高岡

は
ま
な
す
保
育
園

く
る
み
保
育
園

南
線
保
育
園

仲
よ
し
保
育
園

え
る
む
保
育
園

友
愛
保
育
園

ま
き
ば
保
育
園

南
線
光
の
子
保
育
園

生
振
保
育
園

高
岡
保
育
園

平成10年度入所児童数 12 26 109 99 97 62 ― ― 12 11

(12) (20) (2)

入所児童合計

０－５才児人口

入所率

平成11年度入所児童数 10 22 123 113 113 70 ― ― 21 13

(12) (11) (13)

入所児童合計

０－５才児人口

入所率

平成12年度入所児童数 18 27 123 113 113 108 ― ― 21 16

(2) (1)

入所児童合計

０－５才児人口

入所率

平成13年度入所児童数 11 20 111 121 116 115 ― ― 22 17

(1) (1)

入所児童合計

０－５才児人口

入所率

平成14年度入所児童数 15 22 119 122 116 122 ― ― 34 24

(3) (2) (2)

入所児童合計

０－５才児人口

入所率

平成15年度入所児童数 16 20 124 109 109 74 73 ― 33 15

(2) (11) (6) (11)

入所児童合計

０－５才児人口

入所率

平成16年度入所児童数 10 17 ― 110 106 71 74 146 31 10

（6月1日現在） (5) (1) (1) (2) (3)

入所児童合計

０－５才児人口

入所率

2,785

20.65%

573(30)

2,783

20.60%

575(12)

19.50%

574(7)

2,749

20.90%

2,786

19.4%

533(2)

2,734

485（36）

2,742

17.7%

539(3)

へき地保育所

428（34）

2,776

15.4%

年度 項目

公立保育所 法人立保育所

 

 

◆年度別保育所入所児童数の状況  

(入所児童数：0-5歳児人口は各年度10月 1日現在)（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（ ）は、待機児童数、外数で示している。平成 16 年度 0-5 歳児の人口は 4月 1日現在である。 
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年

区分

399（実65） 448（実78） 588（実95） 1,076（実145） 1,086（実143）

非定型 341（実51） 330（実54） 367（実55） 703（実75） 609（実73）

緊急 46（実８） 88（実17） 153（実27） 290（46） 371（実52）

私的理由 12（実６） 30（実７） 68（実13） 83（実24） 106（実18）

内

訳

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

利用実績

年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

保育所名

石狩仲よし保育園 1 1 1 1 1

南線保育園 1 2 1

開所時間

月～土 月～金 土
石狩共同乳児保
育園たんぽぽ

50 27 54% 生後8週間後 7:00 19:00 18:00 ○ ○ ○

託児所　はらっぱ 30 14 47% 2ヶ月以上 8:00 18:00 17:00 ○ ○ ○ ○

保育ルーム
みつばちマーヤ

20 14 70% 1歳6ヶ月以上 8:00 17:00 17:00 ○ ○

もみの木クラブ 4 0 0 3ヶ月以上 8:00 20:00 20:00 △ ○ ○

子どものへや 5 4 80% 1歳児以上 8:00 17:00 17:00 ○ ○

ちびっこランド 30 6 20% 6ヶ月以上 7:30 18:00 18:00 ○ ○ ○

計 139 65 47%

特別保育事業

閉所時間 一時保
育
乳児保
育
障がい
児保育

延長保
育

保育所名 対象児童年齢

開閉所時間

入所率定員
入所児
童数

開所時間 閉所時間

月～日 月～日

茨戸病院 16 11 69% 生後8週間後 8:00 17:00 ○ ○

花川病院 25 17 68% 生後8週間後 8:00 17:00 ○ ○

計 41 28 68%

事業所名 定員
入所
児童
数

入所
率
対象児童年
齢

開閉所時間 特別保育事業

延長
保育
一時
保育
乳児
保育
障がい児
保育

 

（４）特別保育サービスの状況 

  

 一時保育の利用状況をみると、利用者が大きく伸びている状況です。 

  

◆一時保育サービスの利用状況 

 

 

 

 
資料 児童家庭課 
 

◆障がい児保育の実施状況 

  

 

 
資料 児童家庭課 

 

（５）認可外保育所の状況 

   

認可外保育所の利用状況をみますと、全体で利用率は47％となっています。 

  

◆認可外保育所の保育内容の状況 

 

 

 

 

 

 
 

資料 児童家庭課 

 

（６）事業所内保育所の状況 

   

事業所内保育所の利用状況をみると、定員に対する入所率は全体で68％となっています。 
 

◆事業所内保育所の保育内容の状況 

  

 

 

 



 -   17

項　　　　　　目 概　　　　要 区　　　分 平成13年 平成14年 平成15年

こども発達支援センター

心身に障がい及び疑いのある就
学前の在宅児童に対する訓練､
相談及び指導の実施 2,713 2,818 2,163

（母子通園センター） (40) (41) (52)

医療費の助成 乳幼児医療費

（対象者数） 2,568 2,573 2,588

（入院件数） 400 390 383

（入院外件数） 20,394 20,276 27,032
母子家庭等の母子及び18歳未満
の児童の保険内医療費の助成

母子家庭等医療

（対象者数） 1,216 1,339 1,496

（入院件数） 115 98 123

（入院外件数） 6,438 7,270 7,609

各種手当 3歳未満の児童の養育者支給 児童手当
（受給者数） 967 1,029 1,043

児童扶養手当の支給 児童扶養手当
（受給者数） 406 404 501

特別児童扶養手当の支給 特別児童扶養手当
（受給者数） 91 91 96

幼稚園就園奨励費
幼稚園児のいる保護者に対する
保育料の助成 幼稚園就園奨励費

（受給者数） 511 546 559

福祉資金貸付 母子、寡婦家庭及び児童への経
済的自立と子どもの就学のため
の資金貸付

母子福祉資金

（貸付件数） 55 79 112

寡婦福祉資金
（貸付件数） 2 3 2

母子･父子家庭の生徒を対象と
する就学資金の貸付 道遺族福祉就学資金

（貸付件数）※2 0 0 0

6歳未満児の入院､3歳未満児の
外来等保険内医療費の助成

こども発達支援セン
ター
（母子通園センター）
※1延べ利用者数
（　）最大在籍人数

資料 児童家庭課 

◇Ⅲ-２ 子育て支援基盤整備の状況◇ 

 
（１）家庭や児童の自立支援に係る状況 

 

  各種サービスの利用状況をみると、医療費助成（入院外件数）や児童扶養手当、母子

福祉資金の伸びが大きくなっています。 

 

◆各種支援の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

資料 こども発達支援センター・市民課・児童家庭課・こども相談センター 

※1 こども発達支援センターは平成１５年度支援費制度の創設に伴い施設名を改称 

    ※2 北海道の事業 
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平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

児童館数 4 4 4 4 4

ミニ児童館数 0 1 4 1 2

年間延利用者数 49,921 59,685 58,558 54,307 49,381
利用者数
（１日平均） 42.3 40.9 40.7 36.9 27.8

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

実施箇所数 3 5 6 6 8

定員数 120 175 165 200 260

実施箇所平均定員数 40 35 27.5 33.3 32.5

年間延利用者数 20,234 28,825 36,627 40,845 46,916

利用者数（１日平均） 22.9 19.6 21.6 23.2 22.7

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

実施施設数 4 4 4 4 4

年間延利用者数 4,775 7,764 10,664 12,699 10,820

利用者数（１日平均） 7 12 16 16 14

 

 

（２）児童館サービス 
     

  児童館サービスの利用状況をみると、年間延利用者数は年々減少傾向にあります。 
   

◆児童館の利用状況                  （単位：人） 

  

 

 

 
資料 児童館 

 

（３）放課後児童健全育成事業（放課後児童会） 

  

   放課後児童健全育成事業（放課後児童会）の利用状況をみると、実施箇所数の増加と

ともに、年々増加傾向にあります。 

 

   ◆放課後健全育成事業の状況                （単位：人） 

 

 

 

 

資料 児童館 

 

（４）幼児開放サービス 

   

   幼児開放サービスの利用状況をみると、平成14年度までは増加傾向にあったが、平

成15年度は減少しています。 

 

◆幼児開放状況                       （単位：人） 

 

 
 

資料 児童館 
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区　　　分 平成11年度平成12年度平成13年度平成14年度平成15年度
子育て相談 113件 121件 165件 233件 260件

子育てサロン
1,905組
4,376人

1,565組
3,386人

1,501組
3,222人

子育てサークル
461組

1,060人
355組
822人

542組
1,151人

370組
780人

あそびのひろば
394組
862人

343組
746人

373組
808人

絵本の貸出し 527冊 555冊 295冊

子育て講座
175組
338人

202組
442人

よちよちサロン
263組
527人

484組
970人

みんなおいでよ
　（南児童館）

1,655組
3,672人

1,268組
2,816人

みんなおいでよ
（りんくる花川児童館）

609組
1,335人

477組
1,115人

延べ利用者数 6,298人 7,974人 9,771人 9,705人 11,142人

                   

（５）地域子育て支援センター 

   

石狩市地域子育て支援センターでは、子育て家庭等に対する育児不安等についての

相談指導、子育てサークル等への支援等を行ない、保護者同士の交流の場の提供など

各種支援メニューを展開しています。 

 

  ◆石狩市子育て支援センター事業の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料 児童家庭課 
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名　称　等 運営等

◎地域子育て支援センター えるむ保育園 石狩市

南線光の子保育園 「くるみの木広場」 石狩市

◎子育て支援サークルなど あんぱんまんひろば 個人

育児サークル・ワンステップ 個人

育児サークル・ママといっしょ 個人

親子リズム 個人

ミラクルキッズ 個人

Ｂeans 個人

子育てひろば 「リトルきっず」 ＮＰＯ法人

子育て支援 「Ｔｉｍｅ」 個人

子育てボランティア 「ひまわり」 個人

北海道子育て支援ワーカーズ「プーのいえ」 ＮＰＯ法人

北海道子育て支援ワーカーズ「プチトマト」 ＮＰＯ法人

くるみ保育園 「こあらくらぶ」 石狩市

はまなす保育園 「らっこくらぶ」 石狩市

◎乳幼児一般開放 花川児童館 石狩市

花川北児童館 石狩市

おおぞら児童館 石狩市

花川南児童館 石狩市

◎子ども及び保護者、ひとり親家庭石狩市こども相談センター 石狩市

◎子どもの発達支援 石狩市こども発達支援センター 石狩市

石狩市児童ディサービス「ニコリ」 ＮＰＯ法人

 

 

 

 

 

 

 

（６）子どもの支援に関わる団体等（ＮＰＯ法人や自主グループ含む） 

 

  子どもの支援に関わる団体等（ＮＰＯ法人や自主グループ含む）の状況をみると、地域

子育て支援センターをはじめとして、13の子育てサークル等があり、個人、ＮＰＯ等の

事業形態が多くなってきています。 

 

◆主な子どもの支援に関わる調書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（平成１６年６月１日現在） 
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項　　目 概　　要 区　　　　分 平成13年度平成14年度平成15年度

障がい児教 施設数 6 6 6

就園児童数 2 1 0

　　　　　　　 3 3 4

              　 3 4 4

学校数 3 4 6

就学児童数 5 5 3

　　　　　　　　 2 5 4

　　　　　　　 2 2 8

　　　　　　　　 4 2 2

　　　　　　　　 4 5 2

                4 4 5

学校数 2 2 2

就学児童数 4 4 5

　　　　　　　　 1 4 4

　　　　　　　 7 1 4

幼稚園に
おける障が
い児教育
の実施

小学校に
おける特殊
学級教育
の実施

中学校に
おける特殊
学級教育
の実施

 

 

 

 

 

 

（７）障がい児学級の概況 

   

障がい児学級数は、小学校においては、平成13年度の3学級から６学級へ増設して

おります。 

 

   ◆障がい児学級の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資料 教育委員会 
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■ Ⅳ．ニーズ調査の意向 ■ 
 

 

（１）保育状況（就学前アンケートより） 

 

◆通園先および預け先 

就学前児童のうち、保育所・託児所に通っている児童は26％、幼稚園に通っている児童

は６％となっています。また、いずれにも通っていない児童では、祖父母に預けられている

児童が16％、親族・知人に預けられている児童が１％であり、親と過ごしている児童が約

半数を占めています。 

（※ ニーズ調査の回答者による数値ですので、４～6歳児の幼稚園、通園児の実態は多くなっています。） 

子どもの通園先および預け先 

不明

4.3%

祖父母以外の

親族･知人に

0.7%

その他

1.4%

預けていない

45.7%

祖父母に

16.1%

幼稚園に通っ

ている

5.7%

ベビーシッ

ター・家政婦

に

0.5%

保育所・託児

所に通ってい

る

25.8%

預けて

いる

(n=442)

 

通っている保育所・託児所の場所は、石狩市内が92％、幼稚園の場合は石狩市内が76％

となっている。また、保育所の種類としては、認可保育所が78％、認可外保育所が16％と

なっています。 

                

  通っている保育所・幼稚園の場所           通っている保育所の種類 

 

 

 

n=113

その他の

保育施設

0.9%

勤務先の

保育施設

5.3%

認可外保

育所

15.9%

認可保育

所

77.9%

92.0%

76.0%

8.0%

24.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所(n=113)

幼稚園(n= 25)

石狩市内 札幌市内
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n=432

利用する必

要がない

21.5%

利用しない

7.2% 利用したい

71.3%

n=296

7日

3.0%

1日

5.7% 2日
10.1%

5日

42.9%

3日

10.5%

4日

5.4%

6日
22.3%

%

68.2

33.8

5.0

11.0

4.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

認可保育所

幼稚園

認可外保育所

勤務先保育施設

ベビーシッター・家政婦

n=299

（２）保育サービスの利用意向（就学前アンケートより） 

 

◆平日の利用意向 

本調査では、現在の保育サービスの利用の有無に関係なく、また、実際に利用可能な時間

帯に関係なく、あくまでも希望としての保育サービスのニーズについて質問しました。まず、

平日については、71％が「利用したい」としており、そのうち週５～６日を希望する人が6

5％を占めています。そのサービスとしては、認可保育所が68％、幼稚園が34％となって

おり、それぞれ現状の通っている比率を大きく上回っています。 

 

  保育サービスの利用意向（平日）               その希望日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用したいサービス（複数回答可） 
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◆利用したい理由 

利用したい理由としては、「働いているので」が43％を占めるほか、「そのうち働きた

い」が37％、「働く予定がある・求職中である」が10％と、就労を検討している人も多く、

今後の保育サービスの需要増が予想されます。 

また、働いていない場合の理由としては、「子どもに集団生活を経験させたいので」が8

0％と圧倒的に多くなっています。 

 

利用したい理由（複数回答可） 

%

43.0

9.9

37.3

2.5

1.4

13.7

0 10 20 30 40 50

働いているので

働く予定がある・求職中である

そのうち働きたいと考えている

介護を必要とする家族・親族がいるので

病気や障がいを持っているので

その他

n=284
 

働いていない場合の理由（複数回答可） 

 

%

18.7

21.2

79.8

6.1

0 20 40 60 80 100

育児の不安・負担が大きいので

子どもに教育環境を与えたいので

子どもに集団生活を経験させたい

ので

その他

n=198
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◆小学校入学までに身につけさせたいこと 

小学校入学前に身につけさせることが大切と感じていることは、「人とのかかわりや協力し

あう心」が87％、「善悪の判断などの道徳」が77％、「基本的な生活習慣」が75％となって

います。 

 

小学校入学までに身につけさせたいこと（複数回答可） 

%

86.6

74.8

76.9

66.2

62.1

39.0

45.6

3.2

0 20 40 60 80 100

人とのかかわりや協力しあう心

基本的な生活習慣

善悪の判断などの道徳

話したり聞いたりする能力や姿勢

豊かな感性や表現

身近な自然や事象などの思考力

活発性で主体的な行動力

その他

n=441
 

    

◆家庭・子育てについて学びたいこと 

親が学びたいこととしては、「基本的生活習慣のしつけ」が52％、「子どもとの人間関係」

が44％、「親の役割」が42％となっています。 

 

家庭・子育てについて学びたいこと（複数回答可） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

%

41.8

31.0

52.3

34.1

43.7

4.3

0 10 20 30 40 50 60

親の役割

子どもの能力・体の発達

基本的生活習慣のしつけ

家庭内でのコミュニケーション

の方法

子どもの人間関係

その他

n=419
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（３）子育て支援機能の利用状況（就学前アンケートより） 

 

◆認知度 

市内の子育て支援機能のうち、最も認知度が高いのは「地域子育て支援センター」であり、

79％が「知っている」と答えています。これに次いで、「子育てガイドブック」「育児相談」

「離乳食教室」「母親教室」「乳幼児健康相談」の認知度が高くなっています。半数以上に

知られていないものとしては、「両親教室」「こども相談センター」「ぴよぴよ広場」「こ

ども発達支援センター」「まちかどサポートセンター運営支援事業」となっています。 

 

子育て支援機能の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

【認知度】

79.1%

47.8%

66.4%

62.5%

70.5%

75.1%

48.4%

24.2%

60.8%

76.4%

66.2%

64.1%

24.2%

20.9%

52.2%

33.6%

37.5%

29.5%

24.9%

51.6%

75.8%

39.2%

23.6%

33.8%

35.9%

75.8%

87.6%12.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.地域子育て支援センター

 <n=440>

B.両親教室（総合保健福祉センター） 

<n=433>

C.母親教室（総合保健福祉センター） 

<n=435>

D.子育て広場（総合保健福祉センター） 

<n=435>

E.離乳食教室（総合保健福祉センター）

 <n=434>

F.育児相談（総合保健福祉センター）

 <n=434>

G.こども相談センター（市役所内）

 <n=434>

H.ぴよぴよ広場（公民館）

 <n=434>

I.乳幼児のための児童館の開放

 <n=436>

J.子育てガイドブック（市役所発行）

 <n=436>

K.乳幼児健康相談（総合保健福祉センター）

 <n=432>

L.子ども発達相談（総合保健福祉センター）

 <n=434>

M.こども発達支援センター

 <n=434>

N.まちかどサポートセンター運営支援事業

 <n=435>

知っている 知らない
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◆利用状況 

これら支援機能の利用については、「子育てガイドブック」が６割の人に利用されているほか、

「乳幼児のための児童館の開放」「地域子育て支援センター」が３割強の人に利用されています。

そのほかの機能の利用率は、２％～20％程度となっています。 

 

子育て支援機能の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利用状況】

34.8%

19.8%

19.9%

14.3%

38.4%

59.7%

22.3%

65.2%

92.7%

80.2%

80.1%

85.7%

91.8%

97.0%

94.7%

61.6%

40.3%

77.7%

92.1%

98.2%

95.7%

7.3%

8.2%

3.0%

5.3%

7.9%

1.8%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.地域子育て支援センター

 <n=422>

B.両親教室（総合保健福祉センター） 

<n=397>

C.母親教室（総合保健福祉センター） 

<n=409>

D.子育て広場（総合保健福祉センター） 

<n=407>

E.離乳食教室（総合保健福祉センター）

 <n=413>

F.育児相談（総合保健福祉センター）

 <n=413>

G.こども相談センター（市役所内）

 <n=400>

H.ぴよぴよ広場（公民館）

 <n=397>

I.乳幼児のための児童館の開放

 <n=411>

J.子育てガイドブック（市役所発行）

 <n=409>

K.乳幼児健康相談（総合保健福祉センター）

 <n=408>

L.子ども発達相談（総合保健福祉センター）

 <n=406>

M.こども発達支援センター

 <n=391>

N.まちかどサポートセンター運営支援事業

 <n=391>

利用あり 利用なし
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◆利用意向 

今後の利用意向をみると、いずれの項目も現状の利用率を上回っており、「乳幼児のための

児童館の開放」と「子育てガイドブック」は６割を超えています。これに次いで、「地域子育

て支援センター」と「乳幼児健康相談」が４割を超えています。また、現状の利用率と今後の

意向との差をみると、「育児相談」「こども相談センター」「子ども発達相談」が、いずれも

25％を超えています。 

 

子育て支援機能の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利用意向】

46.1%

20.9%

37.2%

18.4%

35.1%

31.3%

27.6%

62.6%

70.0%

42.5%

37.3%

21.2%

26.0%

53.9%

88.1%

79.1%

62.8%

81.6%

64.9%

68.7%

72.4%

37.4%

30.0%

57.5%

62.7%

78.8%

74.0%

11.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.地域子育て支援センター

 <n=408>

B.両親教室（総合保健福祉センター） 

<n=395>

C.母親教室（総合保健福祉センター） 

<n=398>

D.子育て広場（総合保健福祉センター） 

<n=398>

E.離乳食教室（総合保健福祉センター）

 <n=407>

F.育児相談（総合保健福祉センター）

 <n=405>

G.こども相談センター（市役所内）

 <n=390>

H.ぴよぴよ広場（公民館）

 <n=392>

I.乳幼児のための児童館の開放

 <n=404>

J.子育てガイドブック（市役所発行）

 <n=400>

K.乳幼児健康相談（総合保健福祉センター）

 <n=398>

L.子ども発達相談（総合保健福祉センター）

 <n=391>

M.こども発達支援センター

 <n=387>

N.まちかどサポートセンター運営支援事業

 <n=389>

利用したい 利用しない
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（４）放課後児童会の利用状況（小学生児童アンケートより） 

 

◆現在の利用状況 

小学校児童のうち、放課後児童会を利用している児童は12％で、このうち、「平日に週４日

以上利用している」が51％、「週に１～３日利用している」が47％となっています。また、

「土曜日にほぼ毎週利用している」が20％、「月に１～２日利用している」が46％となって

います。利用していない人のうち、35％が「活動内容も知っている」、55％が「名称だけ知

っている」としており、認知度は高いといえます。 

 

   放課後児童会の利用の有無          放課後児童会を利用していない人の認知度 

n=439

利用して

いる

11.8%

利用して

いない

88.2%

  
n=362

全く知ら
ない

9.4%

活動内容

も知って
いる

35.4%

名称だけ

知ってい

る
55.2%

 

 

       平日利用の頻度                土曜日利用の頻度 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=51

利用なし

2.0%

週４日以

上利用

50.9%

週に１～

３日利用

47.1%

n=46

利用なし

34.8%

ほぼ毎週

利用

19.6%

月に１～

２日利用

45.7%
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◆今後の利用意向 

平日については、16％が「週４日以上利用したい」、23％が「週に１～３日利用したい」

と、合わせて39％となっており、現在利用している比率を大きく上回っています。次に、土曜

日については、「ほぼ毎週利用したい」が10％、「月に１～２回利用したい」が22％、合わ

せると32％を占めます。 

 

   放課後児童会の利用意向（平日）         放課後児童会の利用意向（土曜日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）不安や悩みについて（中学生調査より） 

 

◆普段の不安や悩み 

中学生が抱える不安や悩みで最も多いのは「自分の勉強について」であり、半数以上の生徒

からあげられています。次いで、「自分の将来について」が41％、「自分の性格やくせについ

て」と「友達や異性のことについて」が13％となっています。 

 

普段よく不安に思っていること・悩んでいること（複数回答可） 

 

 

不安や悩みについて相談することが多い相手（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=54

13.0

53.7

1.9

40.7

5.6

7.4

13.0

1.9

22.2

0 10 20 30 40 50 60

自分の性格やくせについて

自分の勉強について

自分の健康について

自分の将来について

家族のことについて

学校のことについて

友達や異性のことについて

その他

不安や悩みはない

%

n=419

利用しな

い

60.9%

週４日以

上利用し

たい

16.2%

週に１～

３日利用

したい

22.9%

n=417

月に１～

２日利用

したい

21.8%

ほぼ毎週

利用した

い

9.8%

利用しな

い

68.4%



 -   32

n=55

14.5

32.7

45.5

5.5

16.4

9.1

20.0

12.7

18.2

7.3

5.5

30.9

0 10 20 30 40 50

結婚するのはあたりまえのこと

好きな人とずっと一緒にいられる

子供を持って家庭をつくる

生活が便利で楽しくなる

親から独立する

親を喜ばすことができる

家族を養うのは大変そう

家事をするのが大変そう

子育てが大変そう

家庭をつくるのは面倒そう

親戚付き合いが面倒そう

まだわからない

%

（６）将来の結婚や子どものことについて（中学生調査より） 

 

◆結婚することのイメージ 

結婚することのイメージとしては、「子どもを持って家庭をつくる」が46％と最も多く、

次いで「好きな人とずっと一緒にいられる」が33％となっているが、「家族を養うのが大変

そう」や「子育てが大変そう」も２割前後の回答が有り、マイナスのイメージが持たれてい

ます。 

結婚することのイメージ（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆子どもを持つことのイメージ 

子どもを持つことのイメージとしては、「子どもとの生活は楽しい」と「かわいいので一

生懸命育てたい」が多く、マイナス面では、「子育てにはお金や手間がかかりそう」が22％

となっています。 

 

子どもを持つことのイメージ（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
n=54

5.6

40.7

42.6

7.4

9.3

16.7

11.1

22.2

0.0

1.9

31.5

0 10 20 30 40 50

子どもを持つことはあたりまえのこと

かわいいので、一生懸命育てたい

子どもとの生活は楽しい

子どもはいっぱいほしい

自分が年をとった時に安心

自分の親を喜ばすことができる

自分の自由な時間がなくなる

子育てにはお金や手間がかかりそう大変そう

子どもの相手は面倒そう

子どもは嫌い

まだわからない

%
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（７）子育てについて（共通設問より） 

 

◆子育てに対する考え方 

子育ての考え方については、小学生、中学生については「子どもがある程度大きくなるま

では家庭で子育てをしたい」が70％以上を占め、就学前では「出産後１年か２年は家庭で子

育てをし、その後は預けて仕事をしたい」が38％と他よりもやや多くなっています。子育て

の実際については、就学前において「理想通りに、家庭で子育てをしている」が51％と多く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育ての実際

51.3%

35.3%

34.5%

42.8%

8.2%

16.1%

30.9%

13.3%

18.3%

26.1%

21.8%

22.1%

6.8%

9.5%

5.5%

8.0%

9.8%

6.4%

5.6%

9.2%

7.3%

7.4%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前

（n=427）

小学生

(n=422)

中学生

(n=55)

計

(n=904)

理想通りに、家庭で子育てをしている
理想通りに、仕事をしている
家庭で子育てをしたいが、仕事をせざるを得ない
すぐに預けることはできなかったが、仕事をしている

預けるところがなく、仕事をすることができない
仕事をしたいが、みつからない

子育ての考え方

38.3%

20.4%

8.9%

28.2%

54.8%

73.3%

89.3%

65.5%

2.1%

2.1%

4.2%

1.8%

3.9%

4.8%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就学前

（n=436）

小学生

(n=431)

中学生

(n=56)

計

(n=923)

出産後すぐにでも子どもを預けて仕事をしたい

出産後１年か２年は家庭で子育てをし、その後は預けて仕事をしたい

子どもがある程度大きくなるまでは家庭で子育てをしたい

その他
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◆子育てに対する不安・悩み 

子育てに対して不安に思っていることや、困っていることは、就学前では「しつけ・育児

方法・接し方のこと」が多いのに対し、小学生・中学生では「子どもの学校生活・教育環境

に関すること」が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆子育て支援の地域の環境 

地域の環境としての期待をみると、就学前では「保育所や幼稚園などでの保育サービスの

充実」が75％と多くなっています。また、就学前、小学生、中学生共通して「子どもの遊び・

体験の場や機会の充実」「子育てに対する職場の理解が進むこと」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不安に思っていること、困っていること（複数回答可）

48.6%

34.9%

38.2%

41.6%

39.4%

31.6%

40.0%

35.8%

31.2%

39.5%

61.8%

36.9%

33.0%

28.2%

29.1%

30.5%

20.9%

28.6%

24.2%

14.0%

13.6%

18.2%

14.1%

10.8%

6.7%

5.5%

8.5%

32.6%

11.8%

21.2%

11.7%

9.2%

14.5%

10.7%

16.4%

5.5%

4.7%

5.1%

4.8%

3.8%

3.6%

2.3%

5.3%

9.1%

7.3%

9.7%

8.7%
就学前

（n=436）

小学生

(n=433)

中学生

(n=55)

計

(n=924)

しつけ・育児方法・接し方のこと 子どもの健康や性格に関すること

子どもの学校生活・教育環境に関すること 子どもの遊び場・生活環境に関すること
子どもにとって危険なことが多い 子どもとふれあう時間が少ない

仕事に支障が出てしまう 趣味や付き合いなど自分の時間が少ない

配偶者の協力が少ない 子どもを通じた近所付き合いがわずらわしい

その他 特にない

地域の環境としての期待（複数回答可）

75.1%

46.8%

34.6%

59.9%

21.8%

19.2%

22.7%

36.7%

30.8%

26.9%

33.4%

53.5%

51.5%

38.5%

51.7%

12.8%

8.3%

10.7%

16.0%

13.5%

12.5%

17.0%

14.8%

9.6%

15.5%

14.4%

22.3%

21.2%

18.4%

19.2%

56.0%

46.3%

44.2%

50.9%

24.0%

14.0%

8.0%

7.7%

10.9%

24.0%

3.8%

12.3%

17.1%

11.5%

9.1% 10.5%

10.5%

11.0%

2.8%

2.0%

3.8%

2.5%

就学前

（n=430）

小学生

(n=400)

中学生

(n=52)

計

(n=882)

保育所や幼稚園などでの保育サービスの充実 子育てに関する相談機能の充実
親同士が気軽に集える場や機会の充実 育児教室・両親教室など学ぶ場や機会の充実
子どもの遊び・体験の場や機会の充実 町内会や自治会などでの催しものの充実
子育てサークルなど自主的な活動への支援 地域住民による相互援助活動のしくみづくり
子育て支援のボランティアが増えること 高齢者と子どもとの交流が増えること
中・高校生と子どもとの交流が増えること 子育てに対する職場の理解が進むこと
その他
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◆子どもの健康について 

健康維持について気になることでは、就学前では「家庭での子どもへの接し方」が29％、

「食育に関すること」が27％と多くなっています。また、小学生では「心のケアに関するこ

と」が32％と最も多くなっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

健康維持（複数回答可）

28.6%

24.4%

26.5%

24.6%

21.3%

23.0%

17.8%

12.6%

15.2%

17.6%

31.9%

24.6%

26.8%

21.0%

23.9% 2.3%

1.9%

2.7%

就学前

（n=426）

小学生

(n=414)

計

(n=840)

家庭での子どもへの接し方 身近な小児科の充実 発育・発達に関すること

心のケアに関すること 食育に関すること その他
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   第４章 重点課題 
 

 

■ Ⅰ．重点課題 ■ 

 

 

 （１）地域子育て支援システムづくり 

 

   少子化や核家族化などで社会が希薄化し、子育て中の家庭の多くが、子育てに対し

様々な不安やストレスを抱えています。特に、在宅の子育て家庭の孤立化が進んでい

ます。 

   身近な地域で気軽に子育ての相談や子育て情報の交換、親子で交流ができる場が望

まれています。 

   子育て家庭が安心して子育て子育ちができるよう、地域にある既存施設等の利活用

の見直しや地域社会で支えあい、ふれあいのある子育て支援システムづくりが課題と

なります。 

 

 

 （２）保育サービスの拡充 

 

   社会変化などによる共働き世帯の増加や出産後の一定期間を経た女性の就労希望が

多いことから、今後も保育所の入所希望児童が増え続けるものと予測されます。さら

に、産業の構造変化などによる多種多様な就労形態に対応する、柔軟な保育サービス

が望まれています。 

 現在、石狩市の市立を除く法人保育所のほとんどが定員を超えた受入や待機児童が

いる状況となっています。この超過入所・待機児童の解消や今後の入所希望児童が可

能な限り入所できるよう民間活力による保育所の設置・拡充など、保育所の定員拡大

が必要となります。 

   さらに、多様な保育ニーズに対応するため、延長保育や休日保育サービスなどの充

実も求められています。 
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 （３）子どもたちの居場所づくり 

 

 急速に進む IT 化や社会変化などにより、子どもをはじめとする家庭や地域・学校で

は「ゆとり」のない環境が進行しています。このような状況の下、子どもの成長過程

で遊びやスポーツ、学習、様々な体験などを通じて得る「ふれあい」や「仲間づくり」、

自主性や社会性が育まれにくくなっています。 

 子どもの人間形成の基礎を培う様々な育みを得ることができる遊び場・体験の場、

運動する場・教科以外のことを学ぶ場などの充実が期待されています。 

   子どもの豊かな人間性を育むために、「いきいき」と過ごすことができる居場所を家

庭・学校・地域社会が共に、築かなければなりません。 

 

 （４）子どもの人権と利益の尊重 

 

   現代社会の課題でもある無関心、冷淡な社会の風潮などによる影響が、家庭や学校・

地域のふれあいを希薄化させていると考えられます。また、社会的秩序やマナーの低

下が指摘されており、少年犯罪の凶悪化・低年齢化、いじめ、虐待など、子どもを取

り巻く問題も深刻化しています。 

   さらに、社会経済情勢の変化などで、「食」などの生活実態も変化しています。こう

した背景の下、次代を担う子どもを社会全体で見守り、社会の一員・ひとりの人間と

して、子どもの人権と利益が尊重されるよう様々な分野で認識や理解しあいながら、

配慮しなければなりません。 
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 第５章 計画の基本理念、基本目標 

 

 

■ 計画の基本的な視点 ■ 

 

本計画は、子育ては親や家庭が責任を有するという基本的な認識のもとに、子育て

家庭や子育ちのための環境づくりを、次の５項目を基本とし策定及び実施します。 

 

（１）子どもの視点 

子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が尊重されるよう配慮し、子どもたちが

誰からも愛されて成長できる施策を推進します。 

 

 

（２）次代の親づくりという視点 

 子どもは身の回りを見つめ、社会のルールを身につけ豊かな人間性を育みながら社

会に自立します。次代の社会を担う子どもが健やかに育むための施策を推進します。 

 

 

（３）すべての子どもと家庭へ支援する視点 

子育てと仕事の両立支援はもとより在宅の子育て家庭にも支援し、すべての子ども

と家庭が安心・安全に子どもを生み育てることができる施策を推進します。 

 

 

（４）地域などが支え合い支援する視点 

子どもや子育て家庭が暮らす身近なところで、支えられているという実感がもてる

よう、地域の人材、子育てサークルや NPO 法人などを支援しながら協働による子育

てにやさしい施策を推進します。 

 

 

（５）サービスの視点 

子育て家庭の多種多様なニーズに応え、適切なサービス量や質の向上、適切な情報

提供などの整備を推進します。 
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■ 基本理念 ■ 

   

 子どもの夢と生きる力を育み、すべての市民が共に支え合うまち  

 

少子化社会を背景とする様々な課題に対応し、次世代の社会を担う子どもの夢

と生きる力を育み、すべての市民が生き生きと暮らせるまちをつくりあげるために、

子育て家庭の「自立」、地域などで支え合う「共助」、国や市が担う「公助」の取組

みで、すべての家庭が安心して子育て子育ちができる環境づくりを地域社会全体で

築きます。 

 

■ 基本目標 ■ 

  

 

 １．すべての子どもと子育て家庭が育ちあう共創の支援  

   

すべての家庭が安心して子育てができるよう、身近で、いつでも利用できる相談支援

体制を地域や NPO などと共創しながら整備するとともに、わかりやすく利用しやすい

適切な情報提供や男女が協力しあい子育てに喜びがもてる各種支援サービスを充実し、

子どもと子育て家庭を相互支援します。 

 

 ２．人と社会にやさしい子どもを育むための支援  

 

 あすの担い手・親となる子どもの豊かな人間性や思いやりなどを育み、「生きる力」を

伸長することができるよう、家庭・地域社会・学校が連携・協力を深め、親子とのふれ

あいの機会の充実、子どもの遊びを通じての仲間づくりや居場所づくり、地域の人材な

どの資源の有効活用を推進するとともに、スポーツ・文化・多様な体験活動の機会を充

実し、子どもの心身の健やかな成長を培う環境づくりを推進します 

 

 ３．子どもと家庭の健やかな成長への支援   

 

  すべての子どもと家庭の健康の確保及び増進に向け、保健・医療・福祉及び教育など

と連携し、妊娠・出産から乳幼児期を通じて母子の健康確保及び育児負担などを軽減す

る相談・指導体制の充実や子どもや家庭の発達段階に応じた正しい知識等の普及・啓発

を推進します。 

 



 -   40

 

 ４．子育てを支援する生活環境づくり  

 

  安心して子どもを生み、育てやすい生活が営まれるよう住宅及び居住環境の整備や子

ども・子ども連れの親等すべての人が安心して遊び、外出などができるよう公園等の整

備、公共施設等のバリアフリー化の整備を推進します。 

  また、子どもを犯罪・事故等に「遭わない・させない」まちづくりを進めるために、

地域住民・学校関係者・関係団体・警察等とのネットワーク化を推進します。 

 

 ５．支援が必要な児童・家庭への取組み  

 

  すべての子どもの健やかな心身の成長や自立に重大な影響を及ぼす虐待などの社会

的背景は多岐にわたることから、福祉・医療・保健・教育・警察などや地域の関係機関

のネットワーク化を強化し、予防、早期発見・対応、自立に至るまでの総合的な支援を

取組みます。 

また、離婚などが増加するなか、厳しい生活状況にある母子家庭等の自立にむけ、適

切に支援します。 

 

 ６．子どもの主体性を尊重する環境づくり  

 

 子どもの基本的人権の尊重の促進を目的とする「子どもの権利条約」に基づき、子ど

も一人ひとりの権利を守り育むため、子どもの主体的な社会活動等を推進し、子どもの

権利を擁護する普及啓発活動を推進します。 
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   第６章 基本施策、個別事業 

 

 

■ Ⅰ．すべての子どもと子育て家庭が育ちあう共創の支援 ■ 

 

少子高齢化、核家族化の進行、また、地域社会の連帯感の希薄などにより、家庭や地

域の子育て「力」が低下してきています。 

 さらに、女性の社会進出による共働き世帯の増加や近年の社会経済情勢の変化などに

より就労形態や就労環境も多種多様化してきています。 

このような状況のもと、子どもや子育て家庭を取り巻く環境は、「ゆとり」等がなくな

り子育ての心理的負担感、不安感が増大しています。特に、在宅の子育て家庭は、さま

ざまな悩みや不安などにより孤立化する傾向にあります。 

石狩市は既存の公的施設を有効活用し、地域にある社会資源と共に、支援体制を創り、

子どもが生涯にわたる人間形成の基礎を培う重要な時期を、「親と子の育ち」・「家庭の自

立」へと支援します。 

 

（１）身近な地域での相談支援体制の整備 

 

  身近な場所で、いつでも気軽に相談や指導を受けることができ、子育てに関する適切

な情報提供などの機能体制を充実します。 

  

◆個別事業 

 

①身近で相談・援助などが受けられる体制づくり 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

保育所、児童館、幼稚園などでの

相談・支援事業「こどもＢＯＸ」 

公的施設などで子育てに関する専門相談員によ

る相談・援助等を行います 

平成 1７年度

（新 規） 

乳幼児開放事業の拡充 地域の社会資源を有効活用し、身近な場所で利用

できるよう体制整備を行います 
平成 17年度
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②子育てに関する総合相談支援体制の整備 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

子育てに関する総合窓口の整備 子どもに関する相談・各種手続き等の窓口を総合

的に整備し、子育て等に関する適確でわかりやす

い情報提供を行います 

平成 17年度

（新 規） 

子育てガイドブックの充実 子育てガイドブックを、より利便性のある内容と

して作成します 
平成 1８年度

子育てに関する情報の充実 子育てに関する情報収集や情報提供について、関

係機関と連携を図りながら、総合的に把握し、子

育てカレンダーや IT を活用した情報提供等を進

めます 

平成 1８年度

    

③地域子育て支援センター事業の充実 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

心のケア事業の実施 子育て中の親等の育児不安等を軽減するため、関

係機関と連携し、支援センターの増設、心の相

談・助言事業を行います 

平成 1８年度

（新 規） 

 

④子どもに関する支援サービスの拠点づくり 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

子ども支援総合センター整備事業 すべての児童の健やかな育成にむけ、総合的に支

援する施設を整備します 

平成２１年度

（新 規） 
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（２）在宅の子育て家庭への支援 

 

  従来の施設中心の支援から、すべての子育て家庭を基本とし、特に在宅の子育て家庭

の育児負担感・孤立感などが高いことから、これらを軽減するため、安心して生み育て

ることができるよう支援体制を充実します。 

 

◆個別事業 

 

①育児支援家庭訪問事業の実施 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

産後支援ヘルパー派遣事業 産後の体調不良等で家事や育児が困難な核家族

家庭等にヘルパーを派遣し、母子の身の回りの世

話・育児を支援します 

平成１８年度

（新 規） 

 

②乳幼児健康支援一時預かり事業の拡充 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

乳幼児健康支援一時預かり事業

（派遣型一時保育） 

保護者の傷病・入院等により緊急・一時的に保育

が必要な乳幼児・児童の自宅に、ヘルパーを派遣

し保育を補助します 

平成１８年度

（新 規） 

 

③子育てスタッフ事業 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

子育てスタッフ（２～３名一組）

による電話・訪問支援 

在宅の子育て家庭の様々な負担感を軽減するた

め、保健・福祉関係と連携し、電話相談や家庭訪

問などを行い支援します 

平成１８年度

（新 規） 
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 （３）地域の子育て支援サービスの充実 

 

  コミュニティサポートとして、安心して子育てができるよう、地域の子育てサークル

や NPO 法人等を支援しながら協働で事業展開します。さらに、高齢者とのふれあいな

どを通し、共に生き生きしたまちづくりを進めます。 

 

◆個別事業 

 

①地域の育児支援団体やNPO法人への支援 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

地域の育児サークル・NPO 法人

を支援し協働による事業 

親子が気軽に集まれる「つどいの広場」などの運

営・企画をNPO等と協働で実施します 

平成１７年度

（新 規） 

 

②地域サポーターの養成 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

子育てサポーター養成・地域人材

活用事業 

地域の保育士・看護師等の資格を有する人や子育

てを終えて、ゆとりのある人を発掘・養成し、子

育て家庭等をサポーター支援します 

平成１９年度

（新 規） 

  

③子育て支援ネットワークづくり 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

NPO 法人等を核とした子育て支

援拠点センターの創設 

育児支援団体・NPO 法人・主任児童委員等との

連携体制を築き、子育て家庭を支援します 

平成１９年度

（新 規） 

 

イメージ図・別紙 
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（４）保育サービスの充実 

 

  すべての子どもと子育て家庭の「児童・家庭福祉」の増進の視点から、さまざまな関

係機関と連携し、地域ぐるみで子育て支援を進めるため、その中心的な役割を担ってい

る幼稚園・保育所の多様な保育体制の整備を進めます。 

また、幼稚園と保育所相互の多機能化や子どもを主体とする保育などの資質の向上に

努めます。 

 

◆個別事業 

 

①多様化する保育ニーズの体制整備 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

認可保育所の整備事業 待機児童及び超過入所を解消し、子どものよりよ

い保育環境にむけ、認可保育所を整備します 

平成１８年度

（新 規） 

延長保育事業の見直し（開所時間

等） 

多様な保育ニーズに対応するため、延長保育の時

間帯を見直します 
平成１８年度

一時保育事業の拡充 冠婚葬祭、保護者の傷病、入院等により、緊急・

一時的に保育を必要とする児童等を保育します 
平成１７年度

休日保育事業の実施 日曜・祝日の保護者の勤務等による保育ニーズに

対応します 

平成１９年度

（新 規） 

病後児預かり保育事業（派遣型） 保育所等に通所中の児童等が病気の回復期であ

り、集団保育の困難な期間、自宅にヘルパーを派

遣し保育します 

平成１７年度

 

②幼稚園・保育所の充実 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

教育・保育計画の公表、情報提供 子どもを主体とする保育や多様な保育ニーズへ

の対応等、充実に努めます 

平成１７年度

（新 規） 

教員・保育士の研修 よりよい保育のために、教員・保育士の研修を充

実します 
平成１７年度

 

③幼保一体化の研究 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

幼稚園・保育所との多機能化に向

けての検討 

幼稚園と保育所の多機能化や役割分担等を研究

します 

平成１８年度

（新 規） 
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④民間保育所等の支援 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

認可外保育所等への助成や資質向

上の指導・助言 

認可外保育所等の柔軟な保育サービスに対し助

成するとともに、運営状況の実態把握及び指導を

通じて保育サービスの質の向上に努めます 

平成１７年度

 

⑤効率的な保育所の運営 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

保育所の適正配置・入所数の整備 入所希望児童がすべての地域で、公平に保育サー

ビスが受けられるよう整備します 
平成１7年度

 

⑥障がい児保育の充実 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

障がいのある乳幼児保育の向上に

むけた整備 

障がいのある乳幼児の健やかな発達を支援し、身

近な地域で安心して生活できるよう支援します 
平成１７年度
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（５）仕事と子育ての両立支援 

 

 社会経済の変化や就労女性の増加により、共働き世帯が増え続けているなか、子ども

の健やかな育ちと多様化する就労形態の保護者を支援するため、弾力的な特別保育を実

施します。 

また、性別による役割分担や職場優先の意識が根強いなか、男女が平等な立場で共に

子育てに参加する意識の浸透や事業所などに雇用環境の改善に向けた啓発活動を行いま

す。 

 

◆個別事業 

 

①男女共同による子育ての推進 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

男性を含めた働き方の見直し・多

様な働き方の実現 

男女が共に子育てに参加し、仕事と家庭のバラン

スがとれるよう多様な働き方の見直し等の意識

の浸透等を進めるため、講習会・広報等による啓

発活動を行います 

平成１７年度

 

②子育てを支援する就労づくり 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

事業所等への育児支援制度の周

知、啓発 

育児休業等の取得率等の向上に向け、事業所等に

意識啓発・周知活動を行います 
平成１７年度

児童館等の充実 児童が安全に過ごせる放課後や居場所づくりの

ために、児童館やミニ児童館を充実します 
平成１８年度

特別保育事業の充実 共働き世帯の就労形態の多種多様化に対し、柔軟

に対応できるよう特別保育事業を充実します 
平成１８年度
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（６）経済的負担への支援 

 

子育て家庭の経済的支援のため、児童手当、乳幼児・母子家庭等医療費などの助成制

度や保育料の軽減、幼稚園の就園奨励費などの各種制度を継続します。さらに、費用負

担のあり方について検討するとともに、国や北海道の制度についての改善を求めていき

ます。 

 

◆個別事業 

   

①児童手当・乳幼児医療費等の助成 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

児童手当助成事業 子育て家庭の生活の安定と子どもの健やかな育

みを目的に、子どもと生計関係のある父母等に手

当てを支給します 

平成１７年度

乳幼児医療費の助成事業 乳幼児に対し、医療費の一部を助成します 平成１７年度

 

②幼稚園等の奨励費など各種制度の実施 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

就園奨励費、就学援助等の助成事

業 

幼稚園に通わせる家庭に就園奨励費の支給や経

済的理由による就学困難な小・中学校児童生徒に

就学援助費を支給します 

平成１７年度

 

③費用負担の在り方 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

利用者負担のあり方の検討 保育料、各種助成事業など、利用者負担のあり方

等を検討します 
平成１７年度
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■ Ⅱ．人と社会にやさしい子どもを育むための支援 ■ 

 

   

近年、社会問題となっている育児不安や児童虐待、いじめ、さらに少年犯罪の増加の

背景の一つとして、急速に進む社会変化や少子高齢化・核家族化により家庭や地域の教

育力の低下が指摘されています。 

 次代の担い手・親となる、すべての子どもが個性豊かに生きる力を培うために、地域

や家庭・学校との連携協力を進め、さらに幼稚園や保育所など、幼少からの成長過程に

応じた教育活動、教育環境づくりを推進し、地域社会と共に育みながら教育力の総合的

向上に努めます。 

 

（１）子どもの生きる力を育む教育環境づくり 

 

 少子化や核家族化、さらに地域社会との関係の希薄化などにより、子育て家庭及び児

童生徒の孤立が進むなか、子ども一人ひとりが様々な人々と関わりながら生涯にわたる

人間形成の基礎を培い、社会の変化の中で主体的に生きていくことができるための取組

みを推進します。 

 

◆個別事業 

   

①幼児教育の充実 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

家庭教育学級の充実 家庭を見つめ直し、自信の持てる子育てができる

よう父親や地域を取り込むなど、家庭教育の充実

を図ります 

平成１７年度

幼児教育のあり方の研究 幼児教育の振興や幼稚園・保育所等と小学校との

連携などを研究します 
平成１７年度

幼稚園、保育所等と小学校教員と

の交流研修 

子ども一人ひとりに応じた指導の充実などの向

上にむけ、幼稚園等との交流や研修を行います 

平成１７年度

（新 規） 
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②豊かな心と健やかな体を育む教育 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

福祉、環境、道徳教育の推進 子どもたちの豊かな人間性や社会性などを育む

ため地域の人材や副読本等を活用し、学習内容の

充実を図るとともに、指導者の研修機会を提供し

ます 

平成１７年度

親子のふれあいの場の創出 子育て家庭が気軽に利用できる自由な交流の場

として、絵本の読み聞かせや親子食事セミナー等

を企画します。 

平成１８年度

男女共同参画意識の高揚 次代の親となる中高校生と乳幼児とのふれあい

の機会などの取組みで、子どもや家庭の大切さへ

の理解や男女が協力して家庭を築く意義等の学

習機会の充実を図ります 

平成１７年度

体験型学習や体験型社会見学等の

充実 

社会の変化の中で主体的に生きていくことがで

きるよう様々な体験の機会を充実します 
平成１７年度

読書の普及 子どもの豊かな心を育むため、幼児期から成長段

階に即した読書の普及を推進します。 
平成１７年度

 

③スポーツ・文化活動の支援 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

スポーツ、文化、芸術活動の指導

者の養成、普及 

子どもが生涯にわたって積極的にスポーツ・文化

芸術に親しむことができるよう環境整備します。 
平成１７年度

観戦、鑑賞機会の充実 子どもの意欲や能力・豊かな感受性を育むため、

スポーツや文化活動等の観戦・鑑賞の機会を充実

します 

平成１７年度
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（２）地域・家庭・学校との連携体制づくり 

 

  家庭や学校と地域社会全体が相互に連携し、安全で安心できる教育環境や地域の教育

資源の活用等により、心豊かな児童生徒の育成に取り組みます。さらに、幼児期・小学

校・中高等学校へと円滑に移行できるよう連携の在り方等を研究します。 

 

◆個別事業 

   

①子どもの健やかな育成の推進 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

地域サポーターの養成・活用 （世

代間交流等） 

子どもを個性豊かに育むため、地域の人材の有効

活用や各種体験活動などを充実します。 
平成１９年度

育成協議会等の育成 子どもに安心した地域・学校環境づくりや地域の

教育力の活性化に向け、青少年健全育成活動を充

実します 

平成１７年度

 

②子どもの成長に沿った連携の在り方 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

幼稚園、保育所、児童館等と小学

校・中学校との接続のあり方 

子どもの成長段階に沿って円滑に移行できるよ

う研究します 

平成１７年度

（新 規） 
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（３）障がい・発達に遅れのある子どもへの施策の充実 

 

障がい・発達に遅れのある子どもが地域で安心して生活ができるよう、在宅福祉サービス

の充実はもとより、地域社会で支えあい自立した生活が歩めるよう、各分野が連携した取組

みを推進していきます。 

 

◆個別事業 

   

①特別支援教育体制の整備 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

医療、福祉、教育、保健、地域と

の連携体制の充実 

障がいの原因となる疾病や事故等の予防及び早

期発見・治療等はじめ、各分野の円滑な連携によ

る療育を支援します 

平成１７年度

児童デイサービス事業 障がい児の集団生活への適応訓練や保護者の日

常生活における基本的指導等を支援します 
平成１７年度

地域と連携した社会参加を促進す

る取組み 

障がい・発達に遅れのある子どもが地域で安心し

て生活できるよう地域の理解・協力のもと交流等

を通じた活動の機会を創出します 

平成１７年度
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■ Ⅲ．子どもと家庭の健やかな成長への支援 ■ 
  

 

子どもが健やかに生まれ、成長していくためには、母子保健・小児医療体制の充実が望ま

れています。妊娠期は心身の急激な変化に伴う負担や不安、出産や育児に対する不安が生じ

やすく、また、出産後には子育てにおける身体的・精神的負担も増大します。 

 安心して出産・子育てができるように、母子保健サービスの充実を図るとともに、次代の

親となる子どもの健康づくりの取組みなど、子どもや家庭の健やかな成長を支えるまちづく

りを進めます。 

 

（１） 妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保 

 出産や育児に関する相談や情報提供・親同士の交流の場を設けるなど安心して出産できる

環境づくりに努めます。また、疾患を有した妊婦や若年・未婚などハイリスク妊婦への支援

を充実します。 

 

◆個別事業 

   

①妊婦・出産の健康支援 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

妊婦に対する相談支援の充実 妊婦届出時の相談体制を強化します。また、若年

や高齢、疾病を有するなど妊娠出産に困難をきた

しやすい妊婦に訪問や電話相談などによる個別

支援を充実します 

平成１７年度

マタニティコースの充実 妊婦の不安の解消や孤立化を防ぐため、交流を主

体としたマタニティコースを実施します 
平成１７年度

産後の母親の精神的負担の軽減 産婦人科との情報交換・新生児訪問・４ヶ月児健

診時に母親の精神状況を確認し、産後うつ等を支

援します 

平成１７年度

妊婦健康診査要指導者等への支援 産婦人科との連携による早期対応に努めます 
平成１７年度
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（２） 子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減 

  

訪問指導や健康相談などの実施により、きめ細やかな情報提供・相談指導を行い育児不安

の軽減に努めます。また、親の心身のストレスを把握し、早期に支援することで虐待などを

予防し、子どもの心の健やかな成長を促します。石狩市は、子育て中の転入者が多く、地域

とのなじみが薄い人が多いことから、子育ての孤立化の防止に交流の場を設たり、子育て支

援センター等の活用を啓発していきます。 

 

◆個別事業 

   

①育児相談・指導の充実 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

育児相談機関や子育て支援サービ

スの周知 

母子保健情報の内容充実や母子手帳発行及び健

診時にリーフレット等を活用し普及・啓発に努め

ます。また、転入者には母子保健情報や子育てガ

イドブック等を配布し周知します 

平成１７年度

保健相談、育児教室の充実 乳幼児健康相談や電話・訪問による育児相談を推

進します。また、子育て教室の対象拡大や内容の

充実に努めます 

平成１７年度

乳幼児健診体制の充実 乳幼児健診の体制・内容を見直し、混雑の解消や

相談しやすい体制を整備します。また、育児不安

のある保護者には訪問等の事後支援を行います 

平成１７年度

虐待の早期発見、予防 虐待予防ケアマネージメントシステム事業を展

開し児童虐待の発生予防に努めます 
平成１７年度

 

 

 

 

 

（３） 小児保健医療水準の維持・向上 

 

子どもが健やかに成長するためには、健診をはじめ小児救急医療などへの支援が重要です。 

そのために、乳幼児健診の受診率向上や予防接種の普及充実に努めるとともに、事故防止

の啓発、救急時の対応に関する指導、医療機関に関する情報提供を実施するなど支援体制を

充実します。 
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◆個別事業 

   

①健康診査及び事後支援体制の充実 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

乳幼児健診未受診者への対応 乳幼児健診の未受診者に電話・手紙・訪問などで

健康状態の確認を行い健診の普及・啓発に努めま

す 

平成１７年度

健診事後指導の充実 健診の結果、支援が必要な児に相談指導を行いま

す。さらに福祉関係者などと連携して指導体制を

充実します 

平成１８年度

発達に不安がある乳幼児への支援 専門相談員による発達相談を行い、きめ細やかな

相談を行っていきます 
平成１７年度

 

②予防接種の普及 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

指導の徹底及び啓発 新生児訪問や各健診時に指導の徹底を図るとと

もに、リーフレット等を活用して接種の普及・啓

発に努めます。また、未接種者の情報を把握し早

期に接種するよう指導を徹底します 

平成１９年度

 

③歯科保健の推進 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

歯科相談、検診の充実 歯科相談指導の充実や歯科検診の意向調査等を

実施し、必要な見直しを検討します 
平成１７年度

 

④事故防止対策 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

事故防止の普及啓発及び指導 新生児訪問指導でSIDS（乳児突然死症候群）予

防を含めた事故防止の指導を行います。さらに、

乳幼児健診時においても啓発に努めます 

平成１７年度
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（４） 食育の推進 

 

 近年、生活習慣病等が増大する中で、生涯にわたり健康な生活を送るためには、子どもの

頃から食事に配慮する習慣をつけることが大切になります。家庭、学校等での食育を推進し、

健全な食生活が営めるよう支援していきます。 

 

◆個別事業 

   

①適切な食生活・食習慣の形成 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

食生活に関する正しい知識の普

及、啓発 

妊産婦をはじめ、子どもの乳幼児期から成長段階

に応じた食に関する正しい知識と望ましい食習

慣の学習機会や情報提供を保健・福祉・教育分野

などが連携し、子どもや家庭の心身の健康増進に

努めます 

平成１７年度

健診での栄養指導の充実 利用しやすいリーフレット（簡単レシピ集や清涼

飲料水等）などを作成し、栄養指導等を充実しま

す 

平成１７年度
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（５）思春期保健の充実 

 

 若年の妊娠中絶者の増大、性感染症等の増大を背景として、性や性感染症予防に関する正

しい知識の普及を図ることが大切になってきています。 

 喫煙や薬物の有害性などについての基礎知識の普及を図り、心と体の健康づくりを支援し

ます。また、思春期問題を抱える子どもの相談体制を整備します。 

 

◆個別事業 

   

①性に関する健全な意識の涵養 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

性や感染症予防等に関する正しい

知識の普及 

性の問題行動や性感染症の予防のため、性に関す

る正しい知識の普及・啓発活動を行います 
平成１７年度

 

②薬物等や喫煙防止の推進 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

薬物乱用防止、禁煙の普及、啓発 心や身体を蝕む薬物乱用や喫煙を、地域・保健・

家庭・学校が連携し、防止・啓発活動を進めます 
平成１７年度

 

③思春期の子どもの心の健康 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

心の相談支援コーナーの設置 児童生徒が悩みや不安等を気軽に話せ、和らげる

ことができるようメール相談等の窓口を整備し

ます 

平成１８年度

（新 規） 
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■ Ⅳ．子育てを支援する生活環境づくり ■ 

 

 子どもや高齢者をはじめ、すべての人が安全に暮らすことができるよう、公園、道路等の

バリアフリー化等、安心して生活できるよう環境整備を推進します。 

 また、子どもたちが犯罪や交通事故等に巻き込まれることのないよう、警察、関係機関、

地域などが協力・連携し、子どもや子育て家庭の安全・安心なまちづくりを推進します。 

 

（１）子育てに配慮したまちづくりの推進 

  

 子どもにやさしい居住環境の整備に取り組み、公営住宅の入居基準の見直し等をはじめと

して、余裕を持って子育てができるよう環境整備を行っていきます。また、良質な住宅環境

が確保できるよう開発事業者等に指導・啓発を行います。 

 

◆個別事業 

   

①住居環境の整備 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

公営住宅の入居基準の見直し（多

子世帯等の優先入居等） 

子育てを担う若い世代や多子世帯に、ゆとりある

住宅を供給できるよう市営住宅の入居基準等の

見直しをします 

平成２１年度

（新 規） 

市街地開発事業等の子育て支援施

設等整備の普及、啓発 

宅地開発や公共施設整備等での子育て支援施設

が一体的に整備されるよう普及・啓発を行います 

平成１７年度

（新 規） 
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（２）子どもや子ども連れ親等の安全・安心なまちづくり 

 

 妊産婦、子ども連れの親をはじめ、すべての人が安心して外出できるよう、公共機関、公

共施設などにおけるバリアフリーはもとより、民間事業等への指導・啓発を行い、安全・安

心なまちづくりを推進します。 

 

①ユニバーサルデザインによる公的施設の整備 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

公園、道路、公共施設の整備 高齢者・障がい児（者）等をはじめとする誰もが

利用しやすい公園等のバリアフリー化を推進し

ます 

平成１７年度

事業者等に子ども連れ親等に配慮

した施設整備の指導、啓発 

公共施設や大型店舗等に子育て世帯が快適に利

用できるよう育児スペースなどを設置するよう

指導・啓発を行います 

平成１７年度

防災等の避難体制等の周知活動 緊急時に、すぐ対応できるよう避難場所や避難方

法等の周知を徹底します 
平成１７年度

 

②子どもたちの居場所づくり 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

（仮称）こどもワールド整備事業 次代を担う子どもたちの健やかな育成にむけ、自

由に生き生きと過ごせる場を整備します（グロー

バルスタンダード） 

平成２１年度

（新 規） 
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（３）子どもたちを犯罪から「守る・させない」体制の整備 

   

 子どもを狙った犯罪や子どもの問題行動等が増加しています。子どもたちを犯罪の被害に

遭わない、問題行動等をさせないまちづくりを進めるためには、より多くの人たちによって

子どもたちを見守っていかなければなりません。そのためには、地域社会全体で連携を強化

し、防犯に関する普及・啓発活動を行い、犯罪等の防止・撲滅に努めます。 

 

◆個別事業 

   

①子ども等を犯罪等から守る活動の推進 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

地域、関係機関、学校、警察等の

連携強化 

犯罪、いじめ等をさせないための

周知、啓発 

家庭や地域住民・学校・関係機関・警察等とのネ

ットワーク体制を強化し、子どもを犯罪・非行等

から「守る・させない」ために、地域社会全体で

取り組みます 

平成１７年度

町内会等との連携による防犯活動 安全・安心なまちづくりのため、交番・駐在所と

町内会などが連携し適切な情報提供や防犯ボラ

ンティア活動を支援します 

平成１７年度

「こども１１０番」いしかりサポ

ート事業の充実 

子どもが被害に遭ったり遭いそうな時、一時的な

保護と警察等への通報を行う「こども110番い

しかりサポート」協力店舗・家庭の充実や子ども

に位置等の周知活動を行い、地域で子どもを守る

体制を整備します 

平成１７年度

 

 

②有害図書・情報の排除にむけた啓発活動 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

書店、コンビニエンスストア等へ

の有害図書等の啓発 

地域、関係機関、ＰＴＡ等との連

携による有害情報等の啓発 

性や暴力等に関する過激な情報を内容とする雑

誌やビデオ、インターネット等の有害サイトを関

係機関・団体や PTA、ボランティア等と協力し

て、排除等の広報啓発活動を推進します 

平成１７年度
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■ Ⅴ．支援が必要な児童・家庭への取組み ■ 
 

  

子どもの心身の発達に重大な影響を及ぼす児童虐待や様々な問題は、子どもの権利の侵害

となっています。 

すべての児童の健やかな心身の成長や支援を必要とする家庭の社会的自立を促していくた

めに、福祉・医療・保健・教育・警察や地域と関係機関などが協力・連携した総合的な支援

を行います。 

 

（１） 児童虐待防止対策の充実 

 

 核家族化などを背景として、子育ての不安感や負担感を抱えている子育て家庭が急増して

います。児童虐待は特殊なことではなく、誰にでも起こりうる身近な問題となっていること

から、こども相談センターによる相談・支援体制の機能強化や虐待防止ネットワークの確立、

関係する職員等の研修を充実し、虐待の予防・防止や早期発見・対応等、子どもと家庭へ円

滑に支援ができるよう取組みます。 

 

◆個別事業 

   

①こども相談センターの充実 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

児童家庭の相談、支援体制の充実 深刻化する児童への虐待等やひとり親家庭に対

する相談・支援体制を充実し、さらに関係機関と

連携協力体制を築き、地域と一体となった予防か

ら自立に至るまでの総合的な支援を行います 

平成１7年度

児童虐待防止ネットワークづくり 福祉、医療、保健、教育、警察等や地域と協力体

制を強化し、虐待等の早期発見・予防や啓発活動

を推進します 

平成１7年度

研修等の充実 虐待等の背景は多岐にわたることから、関係職員

や子どもに係る関係者に研修等を実施し、適切に

対応していきます 

平成１7年度
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（２）ひとり親家庭の自立支援 

 

離婚の増加等で、母子家庭やひとり親家庭の環境にいる子どもが増えている中、この子ど

もたちを健やかに育むため、安心して子育てができ、自立した生活ができるよう、日常生活

支援、経済的支援、就労支援を行います。 

 

◆個別事業 

   

①ひとり親家庭日常生活支援 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

母子家庭等日常生活支援事業 ひとり親家庭の親等が疾病等の理由により、子育

てが困難となった時に、ヘルパーを派遣し一時的

な家事援助や保育サービスを提供します 

平成１７年度

母子家庭等への各種支援制度の周

知 

母子寡婦福祉資金や母子家庭自立支援給付金な

どの各種支援制度の活用等を周知し、自立にむけ

支援します 

平成１７年度

母子家庭の就労づくり 母子家庭の母の就業を促進するため、事業所等に

協力の要請や就業情報の提供等を行います 

平成１８年度

（新 規） 

 

②ひとり親家庭の経済的負担の軽減 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

児童扶養手当、医療費助成事業 母子家庭等の児童に対し、児童扶養手当や医療費

を助成します 
平成１７年度

 

     



 -   63

（３）児童等の自立支援の整備 

 

 不登校等の少年の問題行動が複雑・深刻化しています。これらの問題を抱えている子ども

や家庭の様々な悩みなどを、家庭・学校・関係機関が連携し、早期発見・対応や気軽に相談

等ができるよう体制を整備し、子どもや家庭が自立できるよう支援します。 

 

◆個別事業 

   

①不登校などへの支援体制の整備 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

「ふらっとくらぶ」の体制整備 

 

早期発見、予防等に関するカウン

セリング等の充実 

不登校への早期の対応と学校復帰の支援を行う

適応指導教室「ふらっとくらぶ」を核として、専

門指導員による訪問指導・相談活動を展開し、子

どもや家庭の自立にむけ支援します 
平成１７年度
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■ Ⅵ．子どもの主体性を尊重する環境づくり ■ 

 

 子どもたちが主体性や社会性をもって自主的に活動することができる機会を多く設け、「児

童憲章」、「児童の権利に関する条約」に関する普及・啓発を進めるとともに、児童生徒の社

会参加を支援していきます。 

 

（１）子どもの社会活動・地域づくりへの支援 

  地域社会の子どもの減少や急速に進む IT 化などで、遊びを通じての子ども同士の交流

や異年齢交流などの減少で人間関係を築く機会が少なくなり、社会の一人としての自覚

や社会性が希薄してきています。 

  子どもたちの豊かな人間性などを健やかに育むために、地域の人材や NPO、地域ボ

ランティア、町内会などと連携協力し、子どもたちの自主的な参加活動や様々な体験活

動ができるよう体制づくりを整備します。 

 

◆個別事業 

   

①地域やNPO法人等の協力による地域活動・参画 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

ボランティア活動やＮＰＯを活用

した社会参加・参画 

地域の人材やNPO等の協力でボランティア活動

等を通して、子どもの主体性や地域性を養いま

す。 

平成１７年度

児童館等の中高校生等への開放事

業 

児童の健やかな育成の拠点施設の一つである児

童館や公的施設を見直し、子どもが自主的な活動

ができるよう支援します 

平成１９年度

（新 規） 
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（２）子どもの権利に関する条約の推進 

 

「児童憲章」、「児童の権利に関する条約」の普及に努めるとともに、その趣旨を踏まえ、

子どもたちが自らもつ可能性を最大限に発揮することができる環境づくりを進めます。 

 

◆個別事業 

   

①子どもの権利に関する条約等の普及、啓発 

事業名 事業概要 事業実施予定年度

子どもに関する権利条約等の普

及・啓発 
平成１７年度 

子どもに関する権利条約のセミナ

ー等の開催 

子どもの基本的人権の尊重を目的とする「児童の

権利に関する条約」や子どもに関る法律等を周

知・啓発活動など通じて、多岐にわたる子どもを

取り巻く問題から、子どもの主体性を育み・守っ

ていきます 

平成１７年度 
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     第７章 計画の推進体制 

 

 

■ Ⅰ．計画の推進体制 ■ 

 

 

（１）計画の推進体制の整備 

 

  「石狩市次世代育成支援対策推進行動計画」の進捗状況の点検を行い、現状や問題点な

どを把握し、計画を効率・効果的に推進します。 

また、社会経済情勢などによる市民ニーズの変化や国の施策等の動向に対応できるよう

適切に見直しを行います。 

 

 

①（仮称）いしかり子ども総合支援会議の設置 

 

子ども支援のあり方や施策・事業などの検討を市民や地域団体と協議し、意見等を反映

させながら計画を進めます。 

 

②庁内連絡会議の設置 

 

石狩市の関係部局と連携を図り、定期的に現状把握等を行い計画を総合的に推進します。 
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「行動計画策定」に基づく特定事業の目標事業量 

 

 

平成１６年度現在 平成21年度目標値
事  業  項  目 

ヵ所数 人 数 ヵ所数 人 数 

１．通常保育事業（定員） ７ ４９５人 ８ ６１５人

２．延長保育事業（延長１時間） ７ １５５人 ８ ２５０人

３．休日保育事業（日/延べ） ― ― １ ２０人

４．放課後児童健全育成事業（定員） ９ ２８５人 ９ ２９０人

５．乳幼児健康支援一時預かり事業（派遣型） ― ５０人 ― １５０人

６．一時保育事業（年間延べ） ３ 1,200人 ４ 2,200人

７．地域子育て支援センター事業 ２ ― ３ ― 

８．つどいの広場事業 ０ ― １ ― 

 ※（厚生労働省に報告する目標事業量） 

 

 



■ Ⅶ．子育て子育ち応援プランのイメージ 

子ども・子育て家庭 

相談・利用等 サービス提供

サービス提供

相談・利用等 サービス提供

相談・利用等

子育て支援

相談・利用等
地域サポーター
子育てスタッフ 
・子育て支援 

・民生委員、児童委員 
・主任児童委員
・児童家庭相談員 
・地域青少年健全育成協議会 
・子ども会
・ボランティア 等

人的支援 

・総合保健福祉センター

・こども発達支援センター

・病院、医療機関 

・保健所

・児童相談所 等

専門施設

・保育所、幼稚園、学校 

 

 

保育・教育

市内にあるＮＰＯ共同体による運営

児童館

児童館

児童館

 

児童館

地域子育て支援センター 

(幼稚園・保育所)

総合相談窓口

（仮称）子ども支援総合センター 

 




